





私は、今年（2018 年）の 3 月に三度目の定年退職をした。一度目は、
2001 年 3 月に神戸大学法学部（大学院法学研究科）を退職したときである。
二度目は 2011 年 3 月に京都女子大学現代社会学部の契約教授を退職したと
きである。三度目の今度は、京都女子大学法学部の客員教授（非常勤職）を
退職（任期満了）したことである。神戸大学は、1980 年 10 月からであり、









































































































単著 3 冊のうち、最初の 1 冊は『伝統的右翼・内田良平の思想と行動』（九
州大学出版会、1980 年）であり、実証的歴史研究である。他の 2 冊は理論、
思想を中心とする論文集である。その論文集は『国際政治学 - 理論の射程』



























































































年）⑿の論文を書いた。さらに、関西の NGO 活動（PHD 協会、カンボジ
⑹　「『アジア主義・アジア観』ノート」『北九州大学法政論集』第 5 巻 1 号、1977 年。
⑺　「アジア主義と樽井藤吉」『広島平和科学』第 1 号、1977 年。






























1945 年 8 月に広島、長崎に原爆を投下した米軍 B52 が発進したのは、南太















ワール会・中村哲の思想と活動については、英文でも論文 ‘Pan-Asianism in 
international relations: prewar, postwar and present’（2007）を書き、資料
解題も書いている⒄。その資料とは、2003 年 11 月に米軍がアフガニスタン
でペシャワール会活動拠点へ空爆（誤爆）したことへの中村の抗議文であ








⒃　「中村哲とペシャワール会 -NGO 活動とその思想」『現代社会研究』第 8 号、2005 年。
（『日常性で考える』に転載）
⒄　‘Pan-Asianism in International Relations: Prewar, Post-war, and Present’ Sven 
Saaler and J. Victor Koschmann eds., Pan-Asianism in Modern Japanese History: 
Colonialism, regionalism and borders, Routledge, 2007.
⒅　‘Nakamura Tetsu and the Peshawar-kai,’ Sven Saaler and Christopher W. Szpilman 























































21　「再読味読」『朝日ジャーナル』1981 年 10 月 2 日。
私の国際関係論―断想（初瀬） 35
トを別にすれば22、「M・A・カプランの国際体系理論」である23。これは、





















22　「国際体系理論－その可能性と限界」『北九州大学法政論集』第 4 巻 2 号、1976 年。「近
代化と近代・現代の国際関係」同上、第 7 巻 1 号、1979 年。「日本近代化モデル試論」
『広島平和科学』第 3 号、1978 年。
23　『北九州大学法政論集』第 4 巻 1 号、1976 年。
24　『国際法外交雑誌』第 81 巻 4 号、1982 年（『理論の射程』に転載）。
25　坂本義和『人間と国家（上）- ある政治学徒の回想』岩波書店、2011 年、129-138 頁。
京女法学　第 15 号36





















26　『国際政治』第 74 号、1983 年（『理論の射程』に転載）。
27　「連結政治（Linkage Politics）の概念と方法－ J・N・ローズノーの科学性志向とそ































































35　‘International System,’ Encyclopedia of Life Support Systems, 2001, UNESCO and 

























36　Mohammed Ayoob, ‘Inequality and Theorizing in International Relations,’ 




39　『AERA Mook5: 国際関係学がわかる』1994 年。
京女法学　第 15 号40
国際システム論の応用としては、「国際政治思想－日本の視座」（1989










































































かった。当時の「国際国家」日本や Japan as No. 1 の威勢のよい議論には、
国内での国際化、人権問題の視点が弱かった。これは大きな問題であった筈
である。
NGO の国際的活動については、上述のように、関西の小規模 NGO を調
べたことがある。1990 年代には、博多に根拠をおくペシャワール会の活動
にとくに注目することになった。その中心人物の医師中村哲は、現地の人々
45　『都市問題研究』第 36 巻 6 号。
46　『平和研究』第 12 号。
47　『国際協力論集』第 1 巻 2 号。

















入」（1989 年）53である。これには、1989 年 9 月から 1 年間、シェフィール
ド大学で客員教授をすることになったことが、契機となっている。1989 年 9
月に同大学で開かれた日本研究センター開設 25 周年記念シンポジウムには、
欧州から約 200 人、日本から 40 人以上が参加した。日本からの参加者には、
フック先生の教授就任祝いという意味も含まれていた（永井道雄、加藤周一、
緒方貞子、坂本義和氏なども参加）54。その成果は、Glenn D. Hook & 
49　高田和夫、前掲書（『日常性で考える』に転載）。
50　国際法学会編『日本と国際法の 100 年　第 5 巻　個人と家族』三省堂、2001 年。
51　『国際法外交雑誌』第 102 巻第 2 号、2003 年（『日常性で考える』に転載）。
52　Paper prepared for the workshop “Ending the Postwar?: Multi-disciplinary 
reflections on Japanese society, politics and economy since 1945.”　24-25 February 
2006 at School of East Asian Studies, University of Sheffield.
53　『神戸法学雑誌』第 39 巻 2 号、1989 年。
54　英国の大学で Professor は、日本での教授に比べて、とても格が高い。数も少ない。
京女法学　第 15 号44
Michael A. Weiner eds., The Internalization of Japan（London: Routledge, 
1992）となっているが、私もシンポジウムでの報告 ‘Reciprocity and 
Migrant Workers’ を報告集に掲載してもらった。次ぎに、シェフィールド




and Asian Implications（1999）55 , ‘Japanese Responses to Globalization in 
Society and Mind’（2000）56 , ‘Formation of an International System in 
East Asia’（2001）57 , ‘Japanese Responses to Globalization: Nationalism 
and Transnationalism’（2001）58 , ‘Governance, the Asian Migrants and 






ここで思い出したのだが、2001 年 9 月 11 日は、スコットランドのインヴァ
55　Kobe University Law Review, No.33. A modified version of a paper presented at 
the Conference on “After the Global Crisis: What Next for Regionalism?” organized 
by the Centre for the Study of Globalization and Regionalization at the University of 
Warwick on 15-17 September 1999.
56　Kobe University Law Review, No.34.
57　Anglo-Japanese Academy Proceedings, Conference on National, Regional and 
Global Transition: A Common Agenda for Anglo-Japanese Relations in the Twenty-
first Century, 7-8 September 2001. ICCLP Publications, No. 7. 2002.
58　Glenn D. Hook & Haruhiko Hasegawa eds., The Political Economy of Japanese 
Globalization, London: Routledge, 2001. A modified version of a paper presented at 
the Conference on the “Global Meaning of Japan” organized by the Centre for 
Japanese Studies at the University of Sheffield and Nichibunken in Kyoto on 20-22 
March 1998.










と価値の比較から」（6 月 27-28 日）が開かれた。そこに提出した報告は、日
本語と英語で「日本のグローバル化と多文化主義」及び ‘Japan’s Response 






































の関係を問うことにあった。それは、論文としては ‘National security and 
human safety’（2003 年）64や、「国家の安全と国民の安全」（2005 年）65となっ
ている。ここで注目したのは、「国家の安全保障」と「国民の安全」（「人々
の安全」）の原理的関係であり、国家の軍事的安全保障のイデオロギー性（ナ
63　『現代社会研究』第 4・5 号、2003 年（『日常性で考える』に「「人間の安全保障」論
と人々の安全」として転載）。


















































ステム論の応用は、上述したが、ここで、論文 ‘Formation of an Interstate 
System in East Asia’（2002 年）68、「アジアの国際システム－二国間関係
の重層的形成」（2002 年）69、「ウェストファリア体制とアジア国際政治」（2004
年）70に注目してみたい。この三つの論文は、第 2 次大戦後のアジア（東ア
68　『 広 島 平 和 科 学 』24（2002）。 も と に な っ た 報 告 は、Conference on National, 
Regional and Global Transition: A Common Agenda for Anglo-Japanese Relations in 
the Twenty-first Century, Shrigley Hall near Manchester, UK, 7 September 2001 で
発表。










‘Indices of Japanese Militarization’（1986）は、26 枚の図表と、8 個のグ
ラフを用いて、論題を論じたものであり71、そもそもは、1986 年 4 月 13-18
日に英国サセックス大学で開かれた国際平和研究学会（IPRA）第 11 回大会





マクロ / メガ地域主義」（1997 年）73、‘Sub, Macro and Mega-regionalism 
in East Asia and the Asia Pacific,’（1998）74 , ‘Regionalisms in East Asia 
and the Asia Pacific’（1999）, 75 「アジアにおける地域主義の諸類型」
（1999）76がある。以上は、1996 年 9 月に幕張で開かれた日本国際政治学会
ナカニシヤ書店、2004 年。
71　Kobe University Law Review, No.20（1986）.
72　Chadwick Alger and Michael Stohl eds., A Just Peace through Transformation-
Cultural, Economic, and Political Foundation for Change, Proceedings of the 
International Peace Research Association, Eleventh General Conference. Boulder: 
Westview, 1988.
73　『国際政治』第 114 号、1997 年。
74　Kobe University Law Review, No.31（1998）.




















































年 9 月 27 日）、東京・中央大学（2008 年 12 月 5 日）、ソウル・梨花女子大







































著の英文ペーパー ‘The Japanese attitudes toward war and nuclear issues’
（1980）は、1980 年 12 月 1-5 日に、横浜で開かれた Conference on Asian 




















構造－世論調査の分析」『北九州大学法政論集』第 6 巻 3 号、1978 年。「今日の核意識































































































































































ある。そこでは、Global Political Economy といわれるものの知識が、役立
つかも知れない。
最後に、これからも日常性への関心を大切にしていきたい。

